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食品営業者が、食品衛生法第６条、第８条１項、第１０条から第１２条まで、第１３条第２項若しくは第３項、第１６条、第１８条第２項若しくは第３項、

第１９条第２項、第２０条、第２５条第１項、第２６条第４項、第４８条第１項若しくは第５０条第２項、第５１条第２項、第５２条第２項若しくは第５３条

第１項の規定に違反した場合、第７条第１項から第３項まで、第９条第１項若しくは第１７条第１項の規定による禁止に違反した場合、第５５条第２項第１号

若しくは第３号に該当するに至った場合又は第５５条第３項の規定による条件に違反した場合、別紙「行政処分基準」に基づき次の行政処分を行う。 
 
○ 営業許可の取り消し：営業を行うことが食品衛生上極めて危険である場合、違反の改善が見込めない場合、その他営業許可を継続させることが適当でない

場合。 
○ 営業禁止命令：営業による危害の発生、拡大及び再発を防止するために行う必要な措置を実施する期間を予測できない場合、営業者が法第５５条第２項た

だし書きに規定される人格欠格条項に該当した場合等に営業の全部又は一部について行う。また、営業禁止命令を発した後、その禁止事由が消滅したとき

には、これを解除する。 
○ 営業停止命令：営業による危害の発生、拡大及び再発防止するために行う必要な措置を実施するため、期間を定めて営業の全部又は一部について行う。な

お、別紙に定める営業停止命令における基本日数は加算、減算を行うことができる。 
 
また、食中毒その他飲食に起因する衛生上の危害の発生又は拡大を防止するため、緊急に不利益処分を行う必要があるときは、聴聞又は弁明の機会の付与の

手続きを省略することができる。 

 

対応

区分 
○1 聴聞の実施（取り消し） 
○2 弁明の機会の付与(禁止・停止等) 

処理 
機関 保健福祉事務所 交付 

機関 保健福祉事務所  目次 
ＮＯ 

 

 
 
 



（別紙）行政処分基準 
不利益処分条項 違反条項 違反の内容 処分区分 

法第 60 条 

法第 6 条 販売を禁止される食品等の販売等 

営業許可の取消し 

営業禁止命令 

営業停止命令（基本日数 5 日） 

法第 7 条第 1 項、第 2 項、第 3 項 厚生労働大臣が禁止した新開発食品の販売等 

法第 8 条 1 項 指定成分等含有食品に関する健康被害情報の届出義務 

法第 9 条第 1 項 厚生労働大臣が禁止した特定の食品等の販売等 

法第 10 条 病肉等の販売等 

法第 11 条 食品衛生管理措置が確認されていない食品等の輸入 

法第 12 条 指定外添加物以外の販売等 

法第 13 条第 2 項 規格又は基準等に合わない食品等の販売等 

法第 13 条第 3 項 
規格がない農薬等が一定の量を超えて残留する食品の販売

等 

法第 16 条 有害有毒な器具等の販売等 

法第 17 条第 1 項 厚生労働大臣が禁止した特定の器具等の販売等 

法第 18 条第 2 項 規格又は基準等に合わない器具等の販売等 

法第 18 条第 3 項 
ポジティブリスト制度で安全が担保されていない物質の器具等

への使用 

法第 19 条第 2 項 基準に合う表示がない器具又は容器包装の販売等 

法第 20 条 虚偽の又は誇大な表示又は広告等の実施 

法第 25 条第 1 項 検査合格表示のない添加物等の販売等 

法第 26 条第 4 項 知事が命じた食品等の検査結果通知以前の販売等 

法第 48 条第 1 項 食品衛生管理者の非配置 

法第 50 条第 2 項 有毒物質の混入防止等の措置基準の遵守 

法第 51 条第 2 項 HACCP に沿った衛生管理の措置の遵守義務 

法第 52 条第 2 項 器具又は容器包装の適正製造規範の遵守義務 

法第 53 条第 1 項 器具又は容器包装の販売における情報伝達義務 

法第 55 条第 2 項第 1 号、第 3 号 営業許可の欠格条項の該当 

法第 55 条第 3 項 営業許可条件の不適合 

 


